
９月補正予算は、 原油価格・物価高騰、 新型コロナ感染症対策、 福島沖

地震、 大雨被害対策等の費用３５６億円を計上しました。 今年の冬はインフ

ルエンザとコロナの同時流行が懸念されており、 コロナ第８波とのツインデミッ

クに向けた感染防止対策が急務です。 加えて、 急激な円安が物価高騰に拍

車をかけています。 国民の生命と生活を守るためには、 食料を始めとして、

原料の海外依存から国内調達に転換することです。
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全国知事会で、 多くの知事がコロナ感染者の

全数把握の廃止に声を上げました。 が、 政府の

決定があった時点で直ちに全数把握をやめると

決断したのは、 鳥取県を始め４県でした。 本県

を始め多くの県は、 自らの意思で全数把握を続

けてきました。 ９月８日に政府は全国一律の全数

把握 （全数届出） の見直しを決定し、 ９月２６日

から施行されることになりました。

全数把握､政府は統一的な見直しを決定
本県の場合、 陽性者登録センターに登録した

方で病状が悪化した時、 フォローアップセンター

と保健所と情報の共有（右上図）を行うこととなっ

ています。 その上で入院調整、 宿泊療養など療

養先調整をすることになり、保健所によるトリアー

ジ（優先順位の設定）が課題と言えます。

人命を優先した的確なトリアージを

９月８日にもう一つの決定が行われました。 そ

れは入院期間、 隔離期間の短縮です。 これま

では、 症状のある人は発症から１０日間、 無症

状の人は検査をした日から７日間の隔離 （療養）

期間が課されていました。 政府はそれぞれ、７日

と５日 （検査陰性の場合） に短縮しました。

入院・隔離期間の短縮

第７波のオミクロン株 BA ５は感染力が強い一

方、 重症化する人は少ないとも言われ、 行動制

限を緩和する方向へ舵が切られました。 一方、

療養期間が過ぎた人の中にはまだ人に移す可

能性のあるウイルスを体内に持っている人がいる

ことも判明しています。 厚生労働省のデータでは

発症後８日目でも１６％もいるということになってお

り、 このような人が療養期間が終わったとして自

由に活動すると、 他の人に感染する可能性が高

まることが懸念されます。

オミクロン､療養期間過ぎても感染力有

岸田総理は所信表明演説の中で、 大事なの
はワクチンで、マスクは屋外では原則不要と述べ
ています。
一方、 米国の専門家は日本は超高齢社会な

のに主要国の中で人口当たりの死者数が最少
で、日本から多くのことが学べると称賛しています。
マスク効果は絶大で 「検査、マスク、 治療、 換
気を優先し続ける必要がある」 と述べています。

米国専門家は「マスク効果」称賛！

マスク着用緩和に大きく舵を切っていたフラン
スでも、今冬はマスク着用へと戻しつつあります。
スイスは既にマスク着用を決めており、 最近はド
イツも続いています。
日本が上手にできていたマスク着用による感

染対策は継続すべきです。

｢マスク着用」の継続を

療養が終わっても症状が長引く後遺症を訴え
る人が増加しています。 オミクロン株は疲労感、
睡眠障害など、 判断しづらい症状と言われてい
ます。 　
日本は後遺症の実態調査の研究を進めてい

る段階です。 全国のデータを収集分析し、 知見
を増やし、 第８波に対応できる体制整備が急務
です。

後遺症患者の実態調査が急務

豪州でのインフル流行の理由について、 豪州
現地の医師の分析によれば、 流行の原因が入
国規制解除やマスク着用の撤廃など、 感染対策
の緩和を指摘しています。 　
インフルの感染力からみて、マスク着用を含め

たコロナ対策が維持できればインフル流行は防
止可能と専門家は述べています。

｢マスク」インフル防止の効果大

今年の冬はインフルエンザとコロナの同時流
行が懸念されています。 政府は 「コロナ陰性なら
インフル」 前提の対策を取っています。 インフル
の疑いが濃厚でも、 発熱外来以外の医療機関
で診察してもらえるかどうかが心配です。 感染症
は正確かつ、 迅速な診察が欠かせません。 誰
もが受診できる体制を早急に整備すべきです。

コロナとインフル同時流行でも
安心して受診できる医療体制の確立を

全数把握の廃止後は、 陽性者のうち、 従来

通り保健所に報告されるのは、 高齢者や病気の

方など重症化リスクの高い方に限られます。 他

の方々は医療機関を受診して陽性となった場合、

新たに設けられる陽性者登録センターに登録す

るか、 陽性を自主検査などで認識した人が登録

センターに登録することになりました。

軽症者の陽性は登録センターへ

右上図は見直し後の県内地域別感染者数で

す。登録センターへの登録件数は２, ０９７（１４％）

名になっています（１０月２１日現在）。

陽性者登録センターに登録された方は自宅療

養になります。 この中にはリスクの高い人もおり、

悪化すると重症化して命の危険が生じる可能性

があります。 必要に応じてフォローアップセンター

と相談することになっています。

自宅療養者のフォローアップが課題

コロナ禍に加え、下がるのは円、上がるのは物価、
変わらないのは賃金
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本県の農業政策は 「もうかる
4 4

農林水産業の実
現」 です。 トップブランドの育成という 「もうける

4 4

ための農業」 は生産者のための農業です。
本来の農業は、 農業も生き延びて国民の食

糧を保障することです。 農産物には多様な価値
があります。 正当化な価格形成と追加的な補填
（直接払い） による、 生産者、 消費者等が持続
できる仕組みの再構築が急務です。

命の源である農業政策の再構築を

物価高が家計や企業活動に深刻な影響を与

えています。 ウクライナ危機や円安の影響によ

り、 今年に入って原材料費の高騰に耐えかねた

企業に値上げの動きが加速しており、 今秋は記

録的な値上げの秋になっています。 一方、 日本

は２０年以上にわたり実質賃金が右肩下がりと

いう異常な状態が続いており、 急激な物価の高

騰が家計を直撃しています。

物価高が家計を直撃

上図のように、 日本国内では、 非正規雇用

の拡大とともに実質賃金の低下が２０年以上に

わたって続いています。 今年の「経済財政白書」

は、 「賃上げが経済再生のカギを握る」 と主張

しています。 岸田政権は 「成長なくして分配無

し」 から 「分配なくして成長なし」 に政策転換を

図りましたが、 財界の反発を受けてあっさり元に

戻してしまいました。

岸田政権､朝令暮改の経済政策

下図は本県の月平均給与総額の推移です。

上図の実質賃金指数と同様の推移を示しています。

実質賃金の低下は、 物価が上がっても経営

者側が賃金に反映させなかったことに原因があ

ります。

物価上昇に見合った賃金を

食品は、 今年１年間で値上げが２万品目を超

えると予測されています。 帝国データバンクが

食品の主要メーカー１０５社に対して実施した調

査 （７月末集計） では、 １～７月までに累計で

１万２，４３１品目。 秋以降はさらに加速し、 １０

月には６，６９９品目と年内最多の値上げ計画が

明らかになりました。 平均の値上げ率は１４％で

値上げ幅も拡大しています。

１年間で値上げ「２万品目」､値上げ幅も拡大
ウクライナ危機により、 政府の防衛費の増額

など 「軍事面」 からの安全保障論が声高になり
ました。 「核共有」 「非核三原則の見直し」 につ
いて提示する政党も出てきました。
これまで安全保障と言えば、 軍事力の増強と

植え付けられてきました。
しかし、ウクライナ危機を契機に、世界は 「食

糧安全保障」 「エネルギー安全保障」 を重視し
なければ国が持たなくなることが浮き彫りになり
ました。

軍事力では国民の命は守れない

上図は麦の作付面積の推移です。 原子力災
害により作付面積は大幅に減少しました。 その
後回復し、 収穫量 （１０a 当） も増加しています
が、 それでも微々たるものです。

麦の作付面積・収穫量増加

上図は大豆の作付面積の推移です。 原子力
災害により作付面積は大幅に減少しました。 そ
の後も低下傾向にありましたが、 Ｒ３年は前年
より２０ha 増加しました。 が、 それでも微々たる
ものです。

大豆は土づくり､排水対策が課題

令和２年の農業産出額は２,１４８億円で前
年より３１億円増加。 作物ではコメが７６２億円
（３５. ５％） 穀物 ・ 豆類は８億円 （０. ４％） 麦
類はゼロとなっています。

産出額の４割がコメ、次いで野菜・いも類

麦と大豆の需給率を１００％にするための作
付面積を県に質したところ、 計算できないという
回答でした。
農林水産委員会で、 県民が消費する食糧の

１００％を自給可能な農業振興計画を策定する
ように要望しました。

食糧自給率１００％計画の策定を

戦闘のあおりで食糧やエネルギーの輸入価
格が高騰したり、輸入自体が難しくなっています。
インフレの拡大、 円安など不安定さを増して

いるなかで食料の安全保障にも関心が高まって
きています。 国産振興こそが食料安全保障の
要であることが明らかになりました。

食糧は国民の命を守る安全保障の要

農産物輸入が増加し、 国内農業は縮小し、
食料自給率は低下してきました。 これらの方向
性を見直すことが食料安全保障確立に不可欠
です。

農産物の輸入優先が招いた自給率低下

上図は本県の水稲の作付面積の推移です。
原子力災害により、 作付面積は大幅に減少して
います。

値上げの中で最も著しいのは食用油です。

自給率が小麦 （１５％） と比べて大豆６％、 ナ

タネ０. ２％と低いからです。

日清オイリオグループなど食用油大手３社は、

１㎏当たり６０円値上げし、 過去最大です。

食用油は過去最大の値上げ

昨年の北米の干ばつ、 ウクライナ危機、 円

安が大幅値上げの要因です。

国民の生活にとって、 不可欠の油脂類をほと

んど国内で生産せず、 放置してきたツケです。

他の輸入に頼るものすべてに当てはまります。

外国依存のツケが一気に

小麦の小売価格は、 昨年６月で２９２円 /kg

が、 ２２年６月には４０２円と３８％も上昇してい

ます。 小麦を原材料とするパン類、 麺類も値上

がりしています。 一方、米関係は値上がりせず、

生産現場では生産資材が高騰して、 農家の手

取りは下がっています。

資材は高騰､コメは価格低下

物価値上がりの一因は、 低金利政策による

円安です。 海外のインフレが収まるまで円安は

止まらないと言われています。

日銀ですら、 現在の物価上昇は賃金の上昇

を伴わない 「悪いインフレ」 との認識を示してい

ます。世界各国では消費税減税の動きは広がっ

ており、 事業者や家計を直接救済する減税や

給付など実効性のある支援策が急務となってい

ます。

減税､円安への歯止めが急務
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